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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第35期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がなく、また、当期純損失のため、記載してお

りません。第36期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失のため、記載しておりません。 

３ 自己資本利益率、株価収益率については、当期純損失のため、記載しておりません。 

４ 第34期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高 (千円) 32,822,653 22,191,823 20,673,508 20,131,294 21,249,213

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 150,714 △260,023 △700,519 △547,354 451,500

当期純損失 (千円) 1,036,663 977,541 857,859 1,629,413 125,755

純資産額 (千円) 29,248,023 28,061,466 26,604,852 24,353,702 24,078,813

総資産額 (千円) 36,774,860 32,617,267 30,732,614 28,858,673 28,737,235

１株当たり純資産額 (円) 610.38 604.17 618.21 588.54 583.10

１株当たり当期純損失 (円) 21.63 20.62 19.27 38.41 3.04

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 79.5 86.0 86.6 84.4 83.8

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △62,007 5,249 △334,081 △120,476 1,068,615

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,312,329 1,034,935 △427,629 △217,285 △130,106

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 21,758 △432,490 △751,035 △740,517 △283,961

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 13,571,653 14,166,203 12,640,780 11,560,206 12,225,332

従業員数(外、平均臨時
従業員数) 

(名) 818(1,388) 709(1,005) 645(966) 611(920) 515(841)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第35期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がなく、また、当期純損失のため、記載してお

りません。第36期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失のため、記載しておりません。 

３ 自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失のため、記載しておりません。 

４ 第34期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高 (千円) 24,609,997 21,658,668 20,197,485 19,701,593 20,569,767

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △294,324 △225,074 △706,136 △571,637 497,657

当期純損失 (千円) 1,215,104 125,985 853,536 1,628,146 97,705

資本金 (千円) 15,174,337 15,174,337 15,174,337 15,174,337 15,174,337

発行済株式総数 (株) 47,933,644 47,933,644 47,933,644 44,933,644 44,933,644

純資産額 (千円) 28,439,042 28,114,033 26,671,864 24,427,949 24,170,998

総資産額 (千円) 33,151,218 32,330,372 30,515,134 28,652,699 28,696,332

１株当たり純資産額 (円) 593.50 605.30 619.77 590.33 585.33

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) 

(円) 
(円) 

─ 
(─)

5.00
(─)

5.00
(─)

5.00 
(─)

5.00
(─)

１株当たり当期純損失 (円) 25.35 2.66 19.17 38.38 2.36

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 85.8 87.0 87.4 85.3 84.2

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ―

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数(外、平均臨時
従業員数) 

(名) 555(1,130) 510(993) 468(957) 409(911) 372(828)



２ 【沿革】 

当社は、主にアパレルの製造卸売業を営んでいた株式会社東京カジュアルウェア(昭和37年設立)の小売部門11店舗

が昭和46年８月分離独立し、株式会社キャビンとして設立されたものであります。 

また、昭和57年９月に株式額面変更のために合併を行った合併会社(旧商号：東京薬品株式会社、昭和57年５月に株

式会社キャビンと商号変更)の設立は昭和18年３月でありますが、この「有価証券報告書」では、別に記載のない限り

実質上の存続会社である被合併会社(旧商号：株式会社キャビン)について記載しております。 

  

  

昭和46年８月 株式会社東京カジュアルウェアの小売部門が分離独立し、資本金20,000千円にて株

式会社キャビンを設立。 

昭和51年３月 本店を東京都渋谷区代々木に移転。 

昭和56年９月 マルチブランド戦略を本格化。 

昭和58年３月 全店にPOSシステムを導入。 

昭和59年３月 株式を日本証券業協会東京地区協会へ店頭登録銘柄として登録。 

昭和60年７月 東京証券取引所市場第二部へ株式を上場。 

昭和60年11月 本店を東京都品川区西五反田に移転。 

昭和63年３月 東京証券取引所市場第一部に上場(指定替)。 

平成元年３月 子会社「㈱シーズメン」(メンズ)及び「㈱キャビネット」(インテリア)を設立し、

メンズ及びインテリア部門を移管。 

平成４年３月 子会社「㈱エディカ」(研修センターの運営管理 現・連結子会社)を設立。 

平成５年６月 中華人民共和国上海市に合弁子会社「上海凱賓時装有限公司」(現・連結子会社)を

設立。 

平成６年２月 「常総商品センター」を茨城県筑波郡谷和原村（現・茨城県つくばみらい市）に建

設。商品センター機能を集約。 

平成８年５月 本店を江東区有明に移転。 

平成12年２月 子会社「㈱キャビネット」を解散。 

平成13年２月 「本社事務所」を渋谷区代々木に移転。 

平成13年５月 本店を新宿区西新宿に移転。 

平成14年３月 子会社「㈱シーズメン」の全株式を売却。 

平成15年１月 中華人民共和国上海市に子会社「上海凱海貿易有限公司」(現・連結子会社)を設

立。 

平成16年５月 本店を渋谷区代々木に移転。 

平成17年３月 「常総商品センター」物流業務を外部委託。 

平成18年４月 株式会社ファーストリテイリングとの業務提携契約締結。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び連結子会社３社で構成され、ファッション性の高い婦人服と雑貨の販売を主な内容とし

て事業活動を行っております。 

当社グループは、婦人服ブランドでは「ザジ」、「イー・エー・ピー」、「アンラシーネ」、「ウィンジ」等をそ

れぞれ単独で、もしくはいくつかのブランドを複合化し、全国に187店舗（平成18年２月28日現在）を展開しており

ます。 

 
 

事業の系統図は次のとおりであります 

  

 

  

連結子会社は次のとおりであります。 

株式会社 エディカ・・・・・・研修センターの運営管理 

上海凱賓時装有限公司・・・・・婦人服の製造・卸・小売 

上海凱海貿易有限公司・・・・・一般貿易業務、衣料品の製造・卸・小売 

  

株式会社チープシックにつきましては、所有しておりました全株式を平成18年２月24日付で売却したため、みなし

売却日を当連結会計年度末とし、連結の範囲から除外しております。 

また、大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社が保有する当社株式全株を株式会社フ

ァーストリテイリングへ平成18年４月21日付で譲渡したことに伴い、同社は当社のその他の関係会社となりました。 

  



４ 【関係会社の状況】 
  

(注) １ 各社とも特定子会社には該当しておりません。 

２ 各社とも有価証券届出書または有価証券報告書は提出しておりません。 

３ 従来、関係会社であった株式会社チープシックについては、所有していた全株式を平成18年２月24日付で売却しましたた

め、上記には含めておりません。 

４ 上記の他株式会社ファーストリテイリングは、平成18年４月21日付で当社株式（議決権の被所有割合28.86％）を取得し

たことに伴い、同社は当社のその他の関係会社となりました。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年２月28日現在 

(注) １ 従業員数は就業人数であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均人数を外書で記載しております。 

２ 臨時従業員数には、派遣社員は含んでおりません。 

３ 前連結会計年度末と比較して従業員数が96名減少していますが、この減少の大部分は、所有していた株式会社チープシッ

クの全株式を平成18年２月24日付で売却しましたため、連結の範囲から除外されたことによるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年２月28日現在 

(注) １ 従業員数は就業人数であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均人数を外書で記載しております。 

２ 従業員数には、関係会社への出向者17名は含んでおりません。 

３ 臨時従業員数には、派遣社員は含んでおりません。 

４ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合オールキャビンユニオンはゼンセン同盟流通部会に加盟し、平成18年２月28日現在338人であ

ります。労使関係はきわめて安定して推移しております。 

名称 住所 資本金又は 
出資金 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容 
所有割合
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社)      

上海凱賓時装有限公司 中華人民 
共和国上海市 

千USドル 
821 

婦人服の製造
・卸・小売 95.0 ―

商品の仕入を行っております。銀
行からの借入金に対して債務保証
を行っております。 
役員の兼任…１名 

上海凱海貿易有限公司 中華人民 
共和国上海市 

千USドル 
1,200 

一般貿易業務、
衣料品の製造 
・卸・小売 

100.0 ―

商品の仕入を行っております。銀
行からの借入金に対して債務保証
を行っております。 
役員の兼任…１名 

株式会社エディカ 茨城県筑波郡 百万円 
20 
研修センター
の運営管理 100.0 ―

当社の研修センターの運営管理を
行っております。 
  

部門 従業員数(名)

小売部門 353(830) 

製造その他部門 138(  8) 

全社(共通) 24(  3) 

合計 515(841) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

372(828) 33.5 9.4 4,349,131



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、設備投資の拡大や輸出の増加を背景に企業の業績回復が見られ、また、生

産活動が活発になりましたために雇用や所得環境が徐々に改善し、個人消費が上向いてまいりました。 

婦人服小売業界におきましては、個人消費の回復による需要の拡大は見られず、当社が顧客の中心としております

若い女性層が「生活をより楽しく、自分表現ができる商品とサービス」を厳しく選択する傾向が、より一層強まって

まいりました。 

営業の状況につきましては、期初は前連結会計年度と比較して春物商品の立ち上がりが遅く、また、天候不順も影

響して苦戦いたしましたが、４月以降は「アンラシーネ」を中心にアパレル事業の各ブランドが堅調に推移いたしま

した。期後半は秋物商品の導入時期に気温が下がらずに不調なスタートとなりましたが、天候とともに徐々に回復し

始め、冬物商品につきましてはプロパーでの販売時期から年明けのセール時期、最終販売時期にかけて好調を維持す

ることができました。 

店舗網につきましては、カジュアル業態の「イー・エー・ピー」や「アンラシーネ」の単独ブランド店舗及び複合

ブランド店舗の出店を中心として、「リアル リッシュ」の１号店を10月に出店するなど、新規に28店舗を開設いた

しました。また一方、雑貨業態のカジュアル業態との統合により「ザ・セノゾイック」の９店舗と、店舗を取り巻く

市場環境の変化により収益改善が困難である11店舗の合計20店舗を閉鎖いたしました。その結果、当連結会計年度末

店舗数は、前連結会計年度末と比較して８店舗増加し187店舗となりました。なお、「ザ・セノゾイック」からのブ

ランド変更や既存店舗の活性化を図ることなどから、18店舗の改装及び改修を実施いたしました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は21,249百万円（前連結会計年度比5.6％増）となり、前連結会計年度と比較

して1,117百万円増加いたしました。売上総利益につきましては、商品供給体制の変更などにより値入率の向上及び

売価変更の低減が徐々に進行しました結果、売上総利益率は前連結会計年度に比較して1.7ポイント改善し、912百万

円多い10,813百万円となりました。 

販売費及び一般管理費につきましては、前連結会計年度に比較して31百万円多い10,526百万円となりましたが、

286百万円の営業利益（前連結会計年度は594百万円の営業損失）を計上することができました。また、営業外損益は

164百万円のプラスで451百万円の経常利益（前連結会計年度は547百万円の経常損失）となりましたが、投資有価証

券売却益371百万円を計上する一方、「ザ・セノゾイック」を含めた退店や改装に伴う店舗内装設備等の固定資産売

除却損352百万円及び売却予定の研修センター施設に係る固定資産評価損331百万円などが発生しました結果、当期純

損失は125百万円（前連結会計年度は1,629百万円の当期純損失）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、税金等調整前当期純損失45百万円を計上しましたが、前連結会計

年度と比較して税金等調整前当期純損失が1,494百万円改善され、また、減価償却費、固定資産売除却損、固定資産

評価損等の増加要因がありましたため、前連結会計年度と比較して665百万円増加し、その結果、当連結会計年度末

の現金及び現金同等物の残高は12,225百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは1,068百万円の収入となり、前連結会計年度と比較して1,189百万円の収入の

増加となりました。これは、税金等調整前当期純損失が45百万円計上され、役員退職給与引当金231百万円等の減少

要因がありましたが、前連結会計年度と比較して税金等調整前当期純損失が1,494百万円改善され、また、減価償却

費494百万円、固定資産売除却損352百万円、固定資産評価損331百万円等の増加要因がありましたのが主な要因であ



ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは130百万円の支出となり、前連結会計年度と比較して87百万円の支出の減少

となりました。これは、新規出店等店舗設備に関わる有形固定資産の取得による支出746百万円、敷金及び差入保証

金の支払額332百万円の減少要因がありましたが、敷金及び差入保証金の返還額967百万円の増加要因がありましたの

が主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは283百万円の支出となりましたが、前連結会計年度と比較して456百万円の支

出の減少となりました。これは、親会社による配当金の支払額205百万円がありましたが、自己株式の買取処分に係

る収支が前連結会計年度と比較して488百万円の支出の減少となったことが主な要因であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 販売実績 

商品別売上高 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 地域別売上高 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 催事その他には上海凱賓時装有限公司及び上海凱海貿易有限公司の売上高が含まれております。 

  

(3) 仕入実績 

商品別仕入高 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

種類 

当連結会計年度

金額(千円) 前年同期比(％) 構成比(％) 

婦人服 16,270,040 106.3 76.6 

小物雑貨その他 4,979,172 103.2 23.4 

合計 21,249,213 105.6 100.0 

種類 

当連結会計年度

金額(千円) 前年同期比(％) 構成比率(％)
期末

店舗数(店) 

店舗推移(店) 

新規出店 退店 

北海道・東北 1,338,763 101.4 6.3 20 6 2

関東 10,380,095 102.3 48.8 91 13 11

中部 2,911,976 100.0 13.7 27 2 2

近畿 2,621,606 116.0 12.3 22 2 3

中国・四国 1,519,796 102.9 7.2 12 ― ―

九州・沖縄 1,551,263 115.4 7.3 15 5 2

催事その他 925,711 137.1 4.4 ― ― ―

合計 21,249,213 105.6 100.0 187 28 20

種類 

当連結会計年度

金額(千円) 前年同期比(％) 構成比(％) 

婦人服 7,476,483 101.5 75.8

小物雑貨その他 2,390,695 95.1 24.2

合計 9,867,178 99.9 100.0



３ 【対処すべき課題】 

今後の国内経済は、景気の回復基調が続くとの期待感はありますものの、原油価格の再高騰や海外経済の減速など

輸出にマイナスの影響を与える外需リスクが懸念され、また、量的金融緩和政策の解除がどのように作用するのかが

不透明であり、本格的な回復に至るには未だ予断を許さない状況であると思われます。 

婦人服小売業界におきましては、お客様一人ひとりのご要望をきめ細かく捉え、常に新しい発見と感動のある商品

とサービスをご提供できる企業のみがお客様の信頼を得られ、生き残ることができる厳しい企業環境が続くものと思

われます。 

このような状況のもとで当社グループは、当連結会計年度において、事業の足固めとその成果が確実に出てまいり

ましたことから、今後は「収益性の向上」と「成長力の増進」を重点課題として、事業の適正な拡大を目指してまい

ります。 

１．収益性の向上 

①商品の海外生産比率をより一層向上させ、更なる仕入原価率の低減を図ります。 

②店舗立地の綿密なマーケット・リサーチにより立地特性に対応した商品構成を実現するとともに、 

社内コミュニケーションの活性化や店舗教育の更なる充実などにより販売力をレベルアップし、既存店舗の強化

を図ります。 

２．成長力の増進 

①エレガンス業態における立地別のブランド展開を定着させ、それぞれのブランド力を強化することにより出店を

加速してまいります。 

②「アンラシーネ」は、雑貨業態で培ってきました商品面のノウハウを生かして品種を拡大し、お客様の生活シー

ンをトータルにご提案できる店舗として大型化を促進してまいります。 

③キャリアウーマンを対象とした「ウィンジ」はブランドの基軸が確立されたため、本格的な事業化に向けて出店

政策を推し進めてまいります。 

３．プロモーション戦略の強化 

雑誌等への連続的な掲載やメディアへの衣装提供、ホームページやカタログの充実などにより、ブランドの認知

度やイメージの向上に取り組んでまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当有価証券報告書提出日現在において当社グループがリスクとして判断

したものであります。 

(1) 当社グループは、１年を８つの季節に分けて、一般消費者のお客様にそれぞれの季節ごとに着ていただきたい商

品をご提供し、ファッションを楽しんでいただいておりますが、寒暖の移り変わりが遅れるなどの不順な季節動向、

長雨や台風などの天候の悪化により、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

(2) 当社グループは、新規出店の物件を選定する際には店舗損益のシミュレーションや投資回収期間の予測を行い、

一定基準を満たす物件を出店の対象としていますが、当基準を満たす物件を確保できない場合には、当社グループの

業績が影響を受ける可能性があります。 

(3) 当社グループは、店頭販売時等において顧客の個人情報を取得し、ダイレクトメールの発送等に利用しておりま

す。個人情報の管理については法令を遵守し、社内管理体制を整備・実行していますが、万が一、個人情報の流失が

発生した場合には社会的信用が低下し、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

(4) 当社グループは、新規出店に伴い賃貸人に対して敷金及び保証金を差入れる場合が多く、店舗賃貸借契約の締結

に際しては賃貸人の信用状態を十分判断した上で出店の意思決定をいたしますが、その後の経済環境の変化や賃貸人

の信用状態の悪化により差入れた敷金及び保証金が回収できずに、当社グループの業績が影響を受ける可能性があり

ます。 

(5) 当社グループが販売している商品には中国等の海外で生産し、輸入している商品が多いため、円安により仕入価

格が上昇する場合には、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社が保有する当社株式全株を平成18年４月21日

付で売却したことに伴い、平成16年９月３日付で締結した同社との業務提携契約は終了しました。 

一方、株式会社ファーストリテイリングが当社株式を取得したことに伴い、相互に保有する様々な経営資源、ノウ

ハウを共有することで、今後の収益性や成長性のスピードアップを図るため、平成18年４月21日付で業務提携契約を

締結いたしました。 

なお詳細については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項（重要な後発事

象）」、及び「第５ 経理の状況 ２ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載の通りであ

ります。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)当連結会計年度の経営成績の分析 

①概要 

当連結会計年度は、新規出店が退店を上回り売上高につきましては増収となり、また、売上総利益率のさらな

る改善が進み、営業利益及び経常利益は黒字化することができましたが、雑貨業態のカジュアル業態への統合に

よる固定資産売除却損や売却予定の研修センター施設の固定資産評価損などが発生したため前連結会計年度を下

回るものの当期純損失を計上いたしました。 

②売上高及び売上総利益 

売上高は前連結会計年度比1,117百万円増加し、21,249百万円となりました。売上高の状況につきましては「１

業績等の概要 (1) 業績」と「２ 生産、受注及び販売の状況」に記載のとおりでありますが、増加の主な要因

は、新規出店による店舗の増加によるものであります。 

売上総利益は前連結会計年度比912百万円増加し、10,813百万円となり、売上総利益率は前連結会計年度比1.7

ポイント改善しました。これは、海外生産比率を向上させたこと及び売価変更率の低減に努めたことが主な要因

であります。 

③販売費及び一般管理費、営業利益、経常利益 

販売費及び一般管理費は前連結会計年度比31百万円増加し、10,526百万円となりましたが、売上高比率は2.7ポ

イント低下いたしました。これは新規出店の初期費用や広告宣伝費の増加がありましたものの、店舗人件費の適

正化や本部のスリム化等合理的な経費の使用に努めた結果であります。 

この結果、営業利益は286百万円（前連結会計年度は594百万円の営業損失）となり、また、受取配当金の増加

により経常利益は451百万円（前連結会計年度は547百万円の経常損失）となりました。 

④特別損益 

特別利益として投資有価証券売却益371百万円を計上しました。また、特別損失として868百万円（前連結会計

年度比123百万円減少）を計上しましたが、主なものは雑貨業態のカジュアル業態への統合による固定資産売除却

損352百万円や売却予定の研修センター施設の固定資産評価損331百万円であります。 

⑤当期純損失 

当期純損失は前連結会計年度比1,503百万円減少し、125百万円となり、１株当たり当期純損失は3円04銭（前連

結会計年度は38円41銭）となりました。 

  

(2)当連結会計年度の財政状態の分析 

①資産 

流動資産は前連結会計年度比971百万円増加し、14,817百万円となりました。これは主に差入保証金や敷金の返

還等による減少に伴う現金及び預金の増加と投資有価証券の売却による未収入金の増加によるものであります。 

固定資産は前連結会計年度比1,093百万円減少し、13,919百万円となりました。これは主に売却予定の研修セン

ター施設の固定資産評価損の計上に伴う有形固定資産の減少や差入保証金及び敷金の返還等による減少によるも

のであります。 

②負債 

負債は前連結会計年度比154百万円増加し、4,656百万円となりました。これは役員退職給与引当金の減少があ

りましたものの支払手形及び買掛金が増加したことが主な要因であります。 

③資本 

資本は当期純損失の計上と配当金の支払いが主な要因となり、前連結会計年度比274百万円減少の24,078百万円

となりました。株主資本比率は83.8％、１株当たり株主資本は583円10銭となりました。 

キャッシュ・フローの分析については、「１ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フロー」に記載のとおりです。



  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループでは、主に店舗網の拡充を図るため店舗の新設と改装を中心に1,049,794千円の設備投資（敷金及び差

入保証金等の投資額を含む）を実施いたしました。主な投資内訳は、次の通りであります。 

 小売部門 新店28店・改装他   1,002,405千円 

 製造その他部門            47,388千円 

また、店舗整備政策に基づく20店舗の退店と改装等により352,117千円の売除却損を計上しております。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年２月28日現在 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数の( )は、臨時従業員数を外書しております。 

３ リース契約による主な賃借設備は下記のとおりであります。 

  

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地) 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円)

従業員数
(名) 建物及び 

構築物 
什器及び
備品 

土地
その他 合計 

面積(㎡) 金額

営業店舗20店舗 
(北海道・東北地方) 販売設備 143,363 18,262 ― ― ― 161,625  

17( 66)

営業店舗91店舗 
(関東地方) 販売設備 620,307 84,075 ― ― ― 704,382  

131(398)

営業店舗27店舗 
(中部地方) 販売設備 174,338 21,203 ― ― ― 195,542  

31(112)

営業店舗22店舗 
(近畿地方) 販売設備 161,922 19,378 ― ― ― 181,300  

38(106)

営業店舗12店舗 
(中国・四国地方) 販売設備 103,810 11,659 ― ― ― 115,470  

17( 60)

営業店舗15店舗 
(九州・沖縄地方) 販売設備 192,923 23,730 ― ― ― 216,653  

16( 77)

本社事務所 
(東京都渋谷区) その他設備 98,919 34,081 271.29 74,026 35 207,063  

122(  9)

常総商品センター 
(茨城県筑波郡) その他設備 338,148 9,771 8,423.60 467,883 ― 815,802 ―

常総研修センター 
(茨城県筑波郡) その他設備 633,510 6,136 11,906.53 577,437 108 1,217,193 ―

常総社宅・独身寮等 
(茨城県筑波郡他) その他設備 611,008 2,723 5,305.00 666,214 ― 1,279,945 ―

賃貸店舗２店舗 
(東京都世田谷区他) その他設備 234,749 49 402.47 228,657 ― 463,456 ―

名称 台数 リース期間
年間リース料
(千円) 

リース契約残高 
(千円) 

ソフトウェア及び 
コンピューター機器 

一式 ５年 197,189 5,473



(2) 在外子会社 

平成18年２月28日現在 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数の( )は、臨時従業員数を外書しております。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

平成18年２月28日現在において計画中及び実施中の主なものは、次のとおりであります。 

  

(注) １ 設備計画についての今後の所要資金は全額自己資金により充当する予定であります。 

２ 投資予定金額には、差入保証金、敷金を含んでおります。 

３ 上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

  

会社名 事業所名 
(所在地) 設備の内容 

帳簿価額(千円)

従業員数
(名) 建物及び 

構築物 
什器及び
備品 

土地
その他 合計 

面積(㎡) 金額

上海凱賓時装 
有限公司 

本社・工場 
その他 
(中華人民共和国 
上海市) 

その他 
設備 1,516 555 ― ― 4,059 6,131 

126(－)

上海凱海貿易 
有限公司 

本社・その他 
(中華人民共和国 
上海市) 

その他 
設備 ― 92 ― ― 2,849 2,942 

6(－)

事業所名 
(所在地) 

設備等の内容 

投資予定金額(千円)

着手年月 完成予定年月
総額 既支出額

今後の
所要金額 

亀有アリオ 
（東京都葛飾区） 

販売設備 35,746 19,528 16,218 平成17年12月 平成18年３月

心斎橋ビッグステップ 
（大阪市中央区） 

販売設備 17,948 5,548 12,400 平成18年２月 平成18年３月

他、新規営業店17店舗 
（国内店舗） 

販売設備 508,778 16,149 492,629 平成18年２月 平成18年４月

改装店舗23店舗 販売設備 411,768 4,350 407,418 平成18年２月 平成18年８月

全社次期システム開発 ソフトウェア 900,301 27,300 873,001 平成17年９月 平成19年２月



 第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況は次のとおりであります。 

株主総会の特別決議（平成17年５月26日） 

（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権の発行日(以下「発行日」という)以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的と

なる株式の数を調整いたします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。 

     調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 株式分割・株式併合の比率 

   また、発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準

じ、株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で当該株式数は適切に調整を行います。 

３ 新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決定される１株当たりの払込金額(以下「行使価額」という)に付与株式数

を乗じた金額とします。 

  行使価額は、発行日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く)における東京証券取引所の当社株式普通取引の

終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げます。ただし、当該金額が発行日の前取引日における

東京証券取引所の当社株式普通取引の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回る場合、行使価

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 117,000,000

計 117,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年２月28日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年５月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 44,933,644 44,933,644
東京証券取引所
(市場第一部) 

─ 

計 44,933,644 44,933,644 ─ ─ 

  
事業年度末現在

（平成18年２月28日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年４月30日） 

新株予約権の数（個） 
525

（注）１ 
500 

（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
525,000
（注）２ 

500,000 
（注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
416

（注）３、４ 
同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月１日～
平成18年７月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  416
資本組入額  208 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）５ 同左 

 新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには
取締役会の承認を要するも
のとする。 

同左 



額は発行日の前取引日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）とします。 

４ 新株予約権発行後に当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１

円未満の端数は切り上げます。 

  また、発行日後に当社が時価を下回る価額で新株の発行(時価発行として行う公募増資、新株予約権及び新株予約権証券

の行使に伴う株式の発行を除く)を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切

り上げます。 

   また、発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準

じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額は適切に調整します。 

   ５ 新株予約権の行使の条件 

(1)新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」という)は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取

締役又は従業員のいずれかの地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他当社取締役会

が正当な事由であると認めた場合はこの限りではありません。 

(2)新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めません。 

(3)新株予約権の質入れその他の処分は認めません。 

(4)その他の条件については、定時株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権

付与契約」に定めるものとします。 

  

 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

株式分割・株式併合の比率 

 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

  新規発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋ 新株発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)１ 旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少しその他資本剰余金に振替えたことに伴う減少であります。 

２ 旧商法第212条の規定に基づき、自己株式を消却したことに伴う減少であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年２月28日現在 

(注) 自己株式 3,640,836株は、「個人その他」の欄に 3,640単元、「単元未満株式の状況」の欄に 836株含めて記載しておりま

す。なお、自己株式 3,640,836株は株主名簿記載上の株式数であり、平成18年２月28日現在の実保有残高は 3,638,836株で

あります。また、上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が18単元及び 

100株含まれております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成14年７月９日 
(注)１ 

─ 47,933 ─ 15,174,337 △11,322,285 3,793,584

平成16年11月９日 
(注)２ 

△3,000 44,933 ─ 15,174,337 ─ 3,793,584

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 35 18 127 42 1 2,143 2,366 ―

所有株式数 
(単元) 

― 5,919 3,272 15,562 6,527 1 12,381 43,662 1,271,644

所有株式数 
の割合(％) 

― 13.56 7.49 35.64 14.95 0.00 28.36 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年２月28日現在 

(注)１ 当社の自己株式 3,638,836株につきましては、上記の表には含まれておりません。 

  ２ ハルバディアキャピタルマネジメントピーティーイーエルティーディーから、当期中に大量保有報告書の提出があり(報告

義務発生日 平成17年６月30日)、次のとおり株式を保有している旨報告を受けておりますが、当期末現在における当該法人

名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

３ 日興アセットマネジメント株式会社から、当期中に大量保有報告書の提出があり(報告義務発生日 平成17年７月31日)、

次のとおり株式を保有している旨報告を受けておりますが、当期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認がで

きませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

４ 平成18年４月21日付で下記の通り筆頭株主の異動がありました。 

 株式会社ファーストリテイリングは当社の筆頭株主大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社

と株式譲渡契約を締結し、その所有する株式を平成18年４月21日付で取得いたしました。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大和証券エスエムビーシープリ
ンシパル・インベストメンツ株
式会社 

東京都千代田区丸の内１－８－１ 11,547 25.69

日興シティグループ証券株式会社 東京都港区赤坂５－２－20 3,064 6.81
 

ゴールドマンサックスインターナショナル 

(常任代理人 ゴールドマン・サックス
証券会社東京支店) 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,
UNITED.KINGDOM 
(東京都港区六本木６－10－１) 

3,040 6.76

平 明   暘 東京都渋谷区 3,004 6.68

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１－４－２ 1,268 2.82

バンクオブニューヨークジーシ
ーエムクライアントアカウンツ
イーアイエスジー 
(常任代理人 株式会社三菱東
京UFJ銀行) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON BC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内２－７－１) 

1,219 2.71

株式会社西日本シティ銀行 福岡県福岡市博多区博多駅前３－１－１ 1,025 2.28

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 761 1.69

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町１－１－５
(東京都中央区晴海１－８－12) 

751 1.67

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 723 1.60

計 ― 26,404 58.76

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

ハルバディアキャピタルマネジメン
トピーティーイーエルティーディー 

100 Beach Road #16-02/03,Shaw 
Tower,Singapore 189702 

3,258 7.25

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日興アセットマネジメント株式会社 東京都千代田区有楽町１－１－３ 76 0.17 

日興シティグループ証券株式会社 東京都港区赤坂５－２－20 3,197 7.11 



    ① 異動前 

    ② 異動後 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年２月28日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の「株式数」及び「議決権の数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 18,000株、議

決権の数が18個含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式 100株、当社所有の自己株式 836株が含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年２月28日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が当該事業年度末現在で 2,000株あります。な

お、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大和証券エスエムビーシープ
リンシパル・インベストメン
ツ株式会社 

東京都千代田区丸の内１－８－１ 11,547 25.69 

株式会社ファーストリテイリ
ング 

山口県山口市佐山717－１ ― ― 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大和証券エスエムビーシープ
リンシパル・インベストメン
ツ株式会社 

東京都千代田区丸の内１－８－１ ― ― 

株式会社ファーストリテイリ
ング 

山口県山口市佐山717－１ 11,547 25.69 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

3,638,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

40,024,000 
40,024 ― 

単元未満株式 
普通株式 

1,271,644 
― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 44,933,644 ― ― 

総株主の議決権 ― 40,024 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社キャビン 

東京都渋谷区代々木 
４―62―17 

3,638,000 ― 3,638,000 8.10

計 ― 3,638,000 ― 3,638,000 8.10



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年改正旧商法

第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであります。 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、取締役及び一定の職位以上の従業員に対して

特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成17年５月26日の定時株主総会において決議しております

が、その内容は次のとおりであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

決議年月日 平成17年５月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役及び一定の職位以上の従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（数） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

 新株予約権の譲渡に関する事項 同上



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】   普通株式 

イ 【定時総会決議による買受けの状況】 

平成18年５月25日現在 

(注)１ 上記授権株式数の前定時株主総会終結日現在の発行済株式総数に対する割合は6.7％であります 

  ２ 資本政策に機動的に対応しうる手段として、平成17年５月26日の定時株主総会において自己株式の取得枠を設定いたしま

したが、経済情勢や市場動向の経営環境等を総合的に勘案して自己株式の取得を行っているため未行使割合が高くなって

おります。 

  

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

  

ホ 【自己株式の保有状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

平成18年５月25日現在 

(注) 上記授権株式数の当定時株主総会終結日現在の発行済株式総数に対する割合は6.7％であります 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

定時株主総会での決議状況 
（平成17年５月26日決議） 

3,000,000 1,200,000,000

前決議期間における取得自己株式 ― ―

残存授権株式の総数及び価額の総額 3,000,000 1,200,000,000

未行使割合（％） 100.0 100.0

区分 株式の種類 株式数(株) 価額の総額(円) 

自己株式取得に係る決議 普通株式 3,000,000 1,800,000,000



(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様に安定的な利益還元を行うことを経営の基本方針としております。 

平成９年２月期より業績動向と財務状態等を総合的に勘案し無配とさせていただいておりましたが、平成14年７月

より、その他資本剰余金を原資として、自己株式の買付を実施するとともに、株主の皆様のご支援にお応えすべく第

33期（平成15年２月期）から配当を継続して実施いたしております。 

今後につきましても、業績動向や財務状況と将来の経営基盤づくりのための投資等を十分に勘案した上で、自己株

式の取得や配当等を検討し、積極的な利益還元策が実施できるよう努力してまいる所存であります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部における売買取引によります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部における売買取引によります。 

  

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 

最高(円) 142 166 185 377 550

最低(円) 55 75 113 170 328

月別 平成17年９月 10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 

最高(円) 515 492 505 488 550 529

最低(円) 468 440 452 457 449 445



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 所有株式数
(千株) 

代表取締役 

会長   柳 井   正 昭和24年２月７日生 

昭和47年８月 ㈱ファーストリテイリング入社 

―

昭和47年９月 ㈱ファーストリテイリング取締役 

昭和48年８月 ㈱ファーストリテイリング専務取締

役 

昭和59年９月 ㈱ファーストリテイリング代表取締

役社長 

平成13年６月 ソフトバンク㈱取締役（現） 

平成14年11月 ㈱ファーストリテイリング代表取締

役会長（現代表取締役会長兼社長） 

平成15年10月 ㈱グローバルリテイリング代表取締

役会長（現代表取締役会長兼社長） 

平成15年10月 ㈱グローバルインベストメント代表

取締役会長（現代表取締役会長兼社

長） 

平成16年２月 ㈱リンク・ホールディングス（現㈱リ

ンク・セオリー・ホールディングス）

代表取締役会長（現取締役会長） 

平成16年11月 UNIQLO USA,Inc.Chairman（現） 

平成17年３月 ㈱ワンゾーン代表取締役会長（現） 

平成17年４月 FR FRANCE S.A.S. Chairman（現） 

平成17年４月 GLOBAL RETAILING FRANCE S.A.S.  

Chairman（現） 

平成17年５月 NELSON FINANCES S.A.S. Chairman

（現） 

平成17年６月 スパークス・アセット・マネジメン

ト投信㈱取締役（現） 

平成17年11月 ㈱ユニクロ代表取締役会長兼社長

（現） 

平成17年11月 UNIQLO（U.K.）LTD. Chairman（現） 

平成17年11月 UNIQLO  HONG  KONG,  LIMITED董事長

（現） 

平成17年11月 迅銷(江蘇)服飾有限公司副董事長

（現） 

平成18年３月 ㈱ジーユー代表取締役会長（現） 

平成18年５月 当社代表取締役会長（現） 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長 
兼ＣＥＯ 

営業事業本部長 
管理本部長 吉 江 謙 二 昭和32年１月７日生

昭和54年４月 当社入社 
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平成５年６月 上海凱賓時装有限公司董事 

平成10年３月 当社商品部長兼中国開発室長 

平成10年５月 同 取締役 

平成12年３月 同 第一営業本部長兼商品部長 

平成13年５月 同 アパレル事業本部長兼商品部

長 

平成14年３月 同 常務取締役 

平成15年１月 上海凱海貿易有限公司董事 

平成15年５月 当社専務取締役 

平成16年９月 同 営業事業本部長（現） 

平成17年３月 上海凱賓時装有限公司董事長(現)

兼 上海凱海貿易有限公司董事長

（現） 

平成17年５月 当社代表取締役社長 

平成18年３月 同 管理本部長（現） 

平成18年５月 同 代表取締役社長 

  兼ＣＥＯ（現） 

取締役 営業事業本部 
副本部長 千々和 年功 昭和36年４月24日生

昭和59年４月 当社入社 

1

平成９年３月 同 ファーストクラブ事業部長 

平成10年11月 同 イクイ事業部長 

平成11年７月 同 SLA第３部長 

平成12年３月 同 第３事業部長兼スウィーツ１

事業部長 

平成14年２月 同 第２事業部長 

平成17年５月 同 取締役（現） 

  営業事業本部副本部長 

  兼第２事業部長 

平成17年９月 同 営業事業本部副本部長（現） 

平成18年３月 上海凱賓時装有限公司董事（現）

兼上海凱海貿易有限公司董事

（現） 

取締役 

法務部長 
コンプライアンス

統括室長 
物流改革担当 

市 川 正 樹 昭和23年７月16日生

平成６年４月 当社入社 

3

平成16年９月 同 経営計画部長 

平成17年５月 同 取締役（現） 

同 経営推進室長 

平成17年12月 同 法務部長兼物流改革担当兼店

舗開発部管掌 

平成18年３月 同 法務部長兼コンプライアンス

統括室長兼物流改革担当（現） 

株式会社エディカ取締役（現） 



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 所有株式数
(千株) 

取締役   大 笘 直 樹 昭和35年７月26日生 

昭和56年４月 福岡国税局入局 

―

昭和57年12月 ㈱福武書店（現㈱ベネッセコーポレ

ーション）入社 

平成13年３月 ㈱ファーストリテイリング入社 

平成14年11月 ㈱ファーストリテイリング取締役 

平成16年２月 ㈱リンク・ホールディングス（現㈱

リンク・セオリー・ホールディング

ス）取締役（現） 

平成17年11月 ㈱ユニクロ常務執行役員（現） 

平成18年５月 当社取締役（現） 

常勤監査役   三 好 勝 彦 昭和19年４月21日生

平成４年11月 ㈱アイマリオ（現㈱アイム）取締

役 

5
平成９年11月 ㈱三愛取締役 

平成10年11月 ㈱アイリード（現㈱アイム）常務

取締役 

平成13年９月 当社常勤監査役(現) 

監査役   古 宮   壽 昭和７年10月５日生

昭和42年10月 公認会計士登録(現) 

14

昭和59年９月 当社入社 

昭和59年11月 同 常務取締役 

平成６年５月 同 常勤監査役 

平成７年８月 税理士登録(現) 

平成８年５月 当社監査役(現) 

平成16年２月 日本ユニバイト㈱監査役（現） 

監査役   太 田 清 司 昭和11年11月11日生

平成５年４月 弁護士登録(現) 

―
平成12年６月 太平興業㈱監査役(現) 

第一貨物㈱監査役(現) 

平成13年９月 当社監査役(現) 

監査役   熊 澤 弘 子 昭和41年11月８日生

平成10年４月 弁護士登録(現) 

―平成13年５月 麹町法律事務所入所(現) 

平成16年５月 当社監査役(現) 



(注)１ 取締役大笘直樹は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 常勤監査役三好勝彦、監査役太田清司、熊澤弘子及び松下正は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社では、経営環境の急速な変化に対応する機動的な経営判断と迅速な業務執行を目指し、また、業務執行の責任範囲を

明確にし、権限の委譲をすることで更なる経営の効率化を図るために執行役員制度を導入しております。 

執行役員は１名で、第１事業部長本田克明であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役   松 下   正 昭和35年７月28日生 

昭和61年４月 

  

品川区役所主事 選挙管理委員会事

務局書記 

―

平成元年４月 東京弁護士会 弁護士登録 

平成８年10月 東京青山法律事務所パートナー 

平成10年２月 

  

ジーイー横河メディカルシステム㈱

入社 

平成11年１月 同社取締役 

平成12年２月 GEメディカルシステムズ（米国）上

級法律顧問 

平成12年11月 GEメディカルシステムズ（台湾）総

経理 

平成14年２月 ジーイー横河メディカルシステム㈱

取締役GPC事業統括 

平成15年３月 日本ゼネラル・エレクトリック㈱取

締役副社長 

平成16年５月 GEコンシューマー・ファイナンス㈱

シニアカウンセル＆コンプライアン

ス／オーディットリーダー 

平成17年７月 ㈱ファーストリテイリング顧問 

平成17年９月 ㈱ファーストリテイリング取締役

（現） 

平成17年11月 ㈱ユニクロ取締役（現） 

平成17年11月 迅銷(江蘇)服飾有限公司董事長

（現） 

平成18年５月 当社監査役（現） 

                                       計 44



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、企業倫理に基づく社会的責任を全うする経営の重要性を強く認識しており、企業価値を長期的・安定的に

向上させていくためにコーポレート・ガバナンスの充実が必要不可欠であると考えております。その実現のために、

経営管理機構や業務執行体制の充実とともに、企業経営の透明性と健全性の向上を図っております。 

  

(2)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①取締役会は、毎月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しており、経営上重要な意思決定

と取締役の業務執行の監督を行っております。また、原則的に毎週１回、取締役、常勤監査役、執行役員、業務執

行責任者が出席する経営会議を開催し、取締役会の審議事項の事前審議や、取締役会の審議事項とならない様々な

事項の検討を行い、経営環境の変化に素早く対応するべく業務執行の迅速化に努めております。 

②経営環境の急速な変化に対応する機動的な経営判断と迅速な業務遂行を目指し、また、業務遂行の責任範囲を明確

にし権限の委譲をすることで更なる経営の効率化を図るべく、執行役員制度を導入し、１名の執行役員が就任して

おります。 

③取締役会の監督機能を充実させ、適正な会社運営を推し進めていくことを目的に、会社の指揮命令系統から独立し

た社外取締役が平成17年５月から１名就任しておりました。なお、当該社外取締役は本年４月に取締役を退任いた

しましたが、本年定時株主総会において新たに１名の社外取締役が就任いたしました。 

④当社は、監査役制度を採用しております。取締役の業務執行の状況を客観的な立場から厳正かつ厳格に監査するた

めに社外監査役の登用を重視しており、監査体制の一層の充実を図るため本年定時株主総会において定款変更を行

い監査役の員数を１名増員し５名とし、監査役５名のうち４名が社外監査役で構成されております。また、監査役

会を毎月１回開催し、監査役間での情報・意見交換を行い、経営監視機能の向上を図っております。 

  

(3)リスク管理体制の整備の状況 

①コンプライアンスの面では、平成17年12月に法務部を改めて設置し、顧問弁護士に法律上の判断が必要な案件につ

いては適時確認をすることにより、経営に法律面のコントロールを機能させ、法令・社内ルール遵守の維持向上に

努めてまいりました。また、本年３月にはコンプライアンス統括室を新たに設置し、コンプライアンス体制の充実

強化に努めてまいりました。 

②会計監査は監査法人トーマツに依頼しており、会計上の課題について適時確認を行い、適切な会計処理に努めてお

ります。 

③個人情報保護につきましては、社内に個人情報安全管理委員会を組織し、個人情報の漏洩や不正利用を防止するた

めの全社的な推進活動を実施しております。 

④顧客満足の更なる向上と環境変化への対応をスピードをもって遂行するために、ブランド別事業部体制を構築し、

組織運営の合理化を図っております。また、「お客様相談窓口」を設置し、お客様のご意見やご要望を経営に反映

できる社内体制づくりに努めております 

  

(4)役員報酬の内容 

  当事業年度に取締役及び監査役に支払った報酬の内容は次のとおりであります。 

  

区分 

社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 計 

支給人員 

(名) 

支給額 

(百万円) 

支給人員 

(名) 

支給額 

(百万円) 

支給人員 

(名) 

支給額 

(百万円) 

支給人員 

(名) 

支給額 

(百万円) 

支給人員 

(名) 

支給額 

(百万円) 

株主総会

決議に基
6 41 － － 1 3 3 13 10 58 



（注）１ 上記における取締役の株主総会決議に基づく報酬には、使用人兼務取締役に対する使用人給与(賞与を含む)20百万円は

含んでおりません。 

２ 上記の社内取締役２名には退任した取締役を含んでおります。 

３ 社外取締役１名は無報酬であります。 

  

(5)監査報酬の内容 

  会計監査人に対する報酬 

  

(6)内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査につきましては、主に店舗を中心に社長直轄の監査室１名が社内マニュアルに則って実施されており、

常勤監査役と連携を図りながら、不正の防止・発見だけではなく業務指導・改善の観点から各部門の業務の適法性

や妥当性について監査を実施しております。 

監査役監査は、監査役が取締役会に常時出席し、経営執行状況について監査を実施し、また、常勤監査役は経営

会議等重要な会議に出席するほか、稟議書等の重要書類の閲覧等により監査を行なっております。 

  

(7)社外取締役及び社外監査役との関係 

社外取締役及び社外監査役は当連結会計年度末でそれぞれ１名及び３名であり、社外監査役（常勤監査役）三好勝

彦は当連結会計年度末で、当社株式5,818株を保有しております。なお、当該社外取締役は本年４月に取締役を退任

いたしましたが、本年定時株主総会において新たに１名の社外取締役が就任いたしました。また、社外監査役は本年

定時株主総会において定款変更を行い監査役の員数を１名増員し５名としました。新たに就任いたしました社外取締

役大苫直樹は、当社の大株主である会社の関係会社の取締役であります。また、社外監査役松下正は、当社の大株主

である会社の取締役であります。 

  

(8)会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は鶴野隆一及び勝又三郎の両氏であり、監査法人トーマツに所属して

おります。また、会計監査に係る補助者は公認会計士４名、会計士補２名であります。 

  

づく報酬 

株主総会

決議に基

づく退職

慰労金 

2 231 － － － － － － 2 231 

計 － 273 － － － 3 － 13 － 290 

区分 金額(百万円)

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に
規定する業務に基づく報酬 
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上記以外の業務に基づく報酬 2 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(自平成16年３月１日 至平成17年２月28日)及び

第35期事業年度(自平成16年３月１日 至平成17年２月28日)並びに当連結会計年度(自平成17年３月１日 至平成18年

２月28日)及び第36期事業年度(自平成17年３月１日 至平成18年２月28日)の連結財務諸表及び財務諸表について、監

査法人トーマツの監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金 ※１  11,616,231 12,281,358  

２ 受取手形及び売掛金  578,110 555,960  

３ たな卸資産  1,106,836 1,040,873  

４ その他  544,824 939,963  

 貸倒引当金  △531 △902  

流動資産合計  13,845,472 48.0 14,817,252 51.6

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 ※１ 7,636,803 7,136,054    

減価償却累計額 3,913,809 3,722,994 3,791,677 3,344,376  

(2) 什器及び備品 784,914 728,026    

減価償却累計額 550,982 233,932 495,792 232,234  

(3) 土地 ※１  2,188,831 2,014,218  

(4) その他  59,763 26,654  

有形固定資産合計  6,205,520 21.5 5,617,483 19.5

２ 無形固定資産  429,585 1.5 432,784 1.5

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  1,892,092 2,257,596  

(2) 差入保証金  2,310,853 1,883,911  

(3) 敷金  3,382,891 3,029,339  

(4) その他  888,180 823,989  

貸倒引当金  △95,923 △125,120  

投資その他の資産合計  8,378,094 29.0 7,869,715 27.4

固定資産合計  15,013,201 52.0 13,919,983 48.4

資産合計  28,858,673 100.0 28,737,235 100.0

      



  

  

  

  

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金  2,180,092 2,509,111  

２ 短期借入金 ※１  496,528 389,436  

３ 未払費用  503,454 564,248  

４ 賞与引当金  66,435 95,525  

５ その他  337,068 436,390  

流動負債合計  3,583,579 12.4 3,994,711 13.9

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 ※１  90,879 ―  

２ 繰延税金負債  195,518 228,009  

３ 退職給付引当金  118,061 187,196  

４ 役員退職給与引当金  238,520 6,670  

５ その他  275,498 240,316  

固定負債合計  918,476 3.2 662,191 2.3

負債合計  4,502,055 15.6 4,656,903 16.2

(少数株主持分)     

少数株主持分  2,915 0.0 1,519 0.0

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  15,174,337 52.6 15,174,337 52.8

Ⅱ 資本剰余金  11,267,298 39.0 9,432,295 32.8

Ⅲ 利益剰余金  △1,679,335 △5.8 △176,945 △0.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金  284,870 1.0 370,395 1.3

Ⅴ 為替換算調整勘定  △23,057 △0.1 △12,945 △0.0

Ⅵ 自己株式 ※４  △670,410 △2.3 △708,323 △2.5

資本合計  24,353,702 84.4 24,078,813 83.8

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 28,858,673 100.0 28,737,235 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  20,131,294 100.0 21,249,213 100.0

Ⅱ 売上原価  10,230,437 50.8 10,435,612 49.1

売上総利益  9,900,856 49.2 10,813,600 50.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 給与手当 3,677,235 3,395,103    

２ 賞与 130,830 183,298    

３ 賞与引当金繰入額 61,250 83,565    

４ 退職給付費用 227,763 175,816    

５ 役員退職給与 
引当金繰入額 

1,580 －    

６ 店舗家賃 2,393,264 2,420,933    

７ 賃借料 484,534 502,464    

８ 減価償却費 463,246 483,659    

９ その他 3,055,253 10,494,958 52.2 3,282,057 10,526,899 49.5

営業利益又は 
営業損失（△） 

 △594,101 △3.0 286,700 1.4

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 1,059 1,049    

２ 受取配当金 15,020 107,503    

３ 不動産賃貸料 39,785 39,360    

４ その他 24,239 80,104 0.4 31,503 179,416 0.8

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 7,619 7,613    

２ 転貸店舗費用 14,088 3,409    

３ その他 11,649 33,358 0.1 3,592 14,616 0.1

経常利益又は 
経常損失（△） 

 △547,354 △2.7 451,500 2.1

Ⅵ 特別利益     

  投資有価証券売却益 ― ― ― 371,402 371,402 1.8

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売除却損 ※１ 307,083 352,117    

２ 敷金保証金解約損 150,041 49,232    

３ 投資有価証券売却損 ― 2,393    

４ 貸倒引当金繰入額 ※２ ― 29,377    

５ 社員早期退職加算金 87,578 44,366    

６ 固定資産評価損 ※３ 362,936 331,945    

７ 撤退ブランド整理損 48,804 ―    

８ 貸倒損失 36,199 ―    

９ 商品評価損 ― 53,000    

10 関係会社整理損 ― 992,643 4.9 6,220 868,654 4.1

税金等調整前当期純損失  1,539,998 △7.6 45,751 △0.2

法人税、住民税及び 
事業税 

 89,162 0.4 78,376 0.4

少数株主利益  252 0.1 1,627 0.0

当期純損失  1,629,413 △8.1 125,755 △0.6
      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 12,852,706 11,267,298

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 自己株式処分差益 294 294 43 43

Ⅲ 資本剰余金減少高  

１ 利益剰余金への振替額 853,536 1,628,146  

２ 配当金 215,175 206,899  

３ 自己株式消却額 516,990 1,585,702 ― 1,835,046

Ⅳ 資本剰余金期末残高 11,267,298 9,432,295

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △903,459 △1,679,335

Ⅱ 利益剰余金増加高  

資本剰余金からの振替額 853,536 853,536 1,628,146 1,628,146

Ⅲ 利益剰余金減少高  

当期純損失 1,629,413 1,629,413 125,755 125,755

Ⅳ 利益剰余金期末残高 △1,679,335 △176,945

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純損失(△)  △1,539,998 △45,751 

２ 減価償却費  481,141 494,843 

３ 貸倒引当金の増加額（△減少額）  △20,117 29,568 

４ 賞与引当金の増加額（△減少額）  △28,710 29,090 

５ 退職給付引当金の増加額  117,014 69,135 

６ 役員退職給与引当金の減少額  △23,780 △231,850 

７ 受取利息及び配当金  △16,080 △108,553 

８ 支払利息  7,619 7,613 

９ 投資有価証券売却益  ― △371,402 

10 投資有価証券売却損  ― 2,393 

11 固定資産売除却損  307,083 352,117 

12 敷金保証金解約損  150,041 49,232 

13 固定資産評価損  362,936 331,945 

14 関係会社整理損  ― 6,220 

15 売上債権の減少額  87,110 3,383 

16 たな卸資産の減少額(△増加額)  △93,475 58,763 

17 仕入債務の増加額  200,343 321,171 

18 未払消費税等の増加額(△減少額)  △50,901 95,110 

19 その他資産の減少額(△増加額)  120,263 △234,136 

20 その他負債の増加額(△減少額)  △128,481 149,748 

21 その他  28,090 40,186 

小計  △39,899 1,048,833 

22 受取利息及び配当金の受取額  16,080 108,553 

23 支払利息の支払額  △7,556 △7,673 

24 法人税等の支払額  △89,100 △81,097 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △120,476 1,068,615 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 有価固定資産の取得による支出  △732,782 △746,802 

２ 有形固定資産の売却による収入  14,550 18,313 

３ 投資有価証券の取得による支出  ― △1,005,000 

４ 投資有価証券の売却による収入  ― 426,153 

５ 投資有価証券の償還による収入  ― 700,367 

６ 連結子会社株式の追加取得による支出  △21,923 ― 

７ 連結子会社株式の売却による支出 ※２ ― △7,330 

８ 敷金及び差入保証金の支払額  △426,446 △332,313 

９ 敷金及び差入保証金の返還額  1,103,980 967,899 

10 短期貸付金の純増減額  1,594 545 

11 長期貸付金による支出  △750 ― 

12 長期貸付金の回収による収入  1,953 1,679 

13 定期預金の預け入れによる支出  △6,026 △6,026 

14 定期預金の払い戻しによる収入  6,025 6,025 

15 その他  △157,460 △153,618 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △217,285 △130,106 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の純増減額(△減少額)  50,472 △35,150 

２ 長期借入金による収入  ― 59,556 

３ 長期借入金の返済による支出  △50,841 △65,241 

４ 自己株式の買取処分に係る収支  △526,799 △37,870 

５ 親会社による配当金の支払額  △213,197 △205,088 

６ 少数株主への配当金の支払額  △152 △167 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △740,517 △283,961 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △2,293 10,577 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)  △1,080,574 665,126 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  12,640,780 11,560,206 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 ※１ 11,560,206 12,225,332 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ４社 

連結子会社の名称 

上海凱賓時装有限公司 

    上海凱海貿易有限公司 

    株式会社エディカ 

    株式会社チープシック 

(2) 非連結子会社の名称   

     有限会社アトリエシック 

  (連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、小規模であり、その総資産、売上

高、当期純利益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外して

おります。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社の数  ３社 

連結子会社の名称 

上海凱賓時装有限公司 

上海凱海貿易有限公司 

株式会社エディカ 

なお、株式会社チープシックにつきましては、所有

しておりました全株式を平成18年２月24日付で売却し

たため、みなし売却日を当連結会計年度末とし、連結

の範囲から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない非連結子会社(有限会社ア

トリエシック)は、その当期純利益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法

の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であるため、持分法の範囲から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうち、上海凱賓時装有限公司及び上海

凱海貿易有限公司の決算日は12月31日であります。連

結財務諸表の作成に当たっては、同社決算日と連結決

算日との間に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。また、株式会社チープシ

ックは、決算日が８月31日のため、連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しておりま

す。 

  なお、上記以外の連結子会社の決算日は、親会社に

一致しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうち、上海凱賓時装有限公司及び上海

凱海貿易有限公司の決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同社決算日と連

結決算日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

 なお、上記以外の連結子会社の決算日は、親会社に

一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)によってお

ります。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      左に同じであります。 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価法によっておりま

す。 

     時価のないもの 

      左に同じであります。 

    



    

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  ② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    商品  主として総平均法による原価法によっ

ております。 

        ただし、陳腐化商品については、売却 
        可能価額まで評価替を実施し、評価差

額は、売上原価に算入しております。 
  

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  商品  左に同じであります。 

  
  
  
  
  
  

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産 建物(建物付属設備を除く)につ

いては定額法、その他について

は定率法によっております。 

           なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

            建物及び構築物 10年～60年

②無形固定資産 定額法によっております。 

           ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産 左に同じであります  

  

  

  

  

  

②無形固定資産 左に同じであります。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

   貸倒引当金  売上債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

   貸倒引当金  左に同じであります。 

   賞与引当金  従業員の賞与支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。 

   賞与引当金  左に同じであります。 

   退職給付 

   引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

な お、会 計 基 準 変 更 時 差 異

496,435千円(益)については、７

年による按分額を費用控除として

おります。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(７年)による定額法によ

り費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

(７年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとして

おります。 

   退職給付 

   引当金 

左に同じであります。 

    



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  役員退職給与 

  引当金 

第34期定時株主総会日(平成16年５

月27日開催)をもって役員退職慰労

金制度を廃止いたしましたが、同日

以前に在任した役員については、そ

の日以前の在任期間に対して内規の

効力を有するため、当該内規に基づ

く支給見込額を役員退職給与引当金

として計上しております。したがっ

て、同日以降の新規計上は行ってお

りません。 

  役員退職給与 

  引当金 

左に同じであります。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

   なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及

び費用は各在外子会社等の決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資

本の部における為替換算調整勘定に含めておりま

す。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

   左に同じであります。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   左に同じであります。 

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っております。 

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理方法 

   左に同じであります。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  左に同じであります。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定は、発生した期の損益として処理して

おります。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  左に同じであります。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分又は損失

処理について、連結会計年度中に確定した利益処分又

は損失処理に基づいて作成しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  左に同じであります。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  左に同じであります。 



（追加情報） 

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
 至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日) 

  
―――――――――――――――――― 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

9号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する連結会計年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が82,600千円多く計上

され、営業利益及び経常利益がそれぞれ82,600千円少な

く計上され、税金等調整前当期純損失が82,600千円多く

計上されております。 

  



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(平成18年２月28日) 

※１ 担保資産 

 (1) 担保に供している資産 

定期預金 50,000千円

建物及び構築物 2,079,760千円

土地 2,068,993千円

計 4,198,753千円

※１ 担保資産 

 (1) 担保に供している資産 

定期預金 50,000千円

建物及び構築物 1,706,687千円

土地 1,913,449千円

計 3,670,136千円

 (2) 対応する債務 

短期借入金 360,000千円

長期借入金(１年内含む) 124,095千円

計 484,095千円

 (2) 対応する債務 

短期借入金 360,000千円

計 360,000千円

 ２ 保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っている。 

(有)アトリエシック 30,000千円

 ２      ――――――――― 

※３ 発行済株式の総数 

普通株式 44,933千株

※３ 発行済株式の総数 

普通株式 44,933千株

※４ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

普通株式 3,553千株

※４ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。 

普通株式 3,638千株

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 固定資産売除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 213,224千円

什器及び備品 49,339千円

その他 44,519千円

計 307,083千円

※１ 固定資産売除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 198,331千円

什器及び備品 46,253千円

その他 107,532千円

計 352,117千円

 ２  ―――――――― ※２ 破産債権、更生債権その他これらに準ずる債権に

対するものであります。 

※３ 固定資産評価損は売却目的の保養施設に係るもの

等であり、その主なものは建物及び構築物65,721

千円、土地236,902千円であります。 

※３ 固定資産評価損は売却予定の研修センター施設に

係るものであり、その主なものは建物及び構築物

235,979千円、土地83,902千円であります。 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 11,616,231千円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△6,025千円

担保に供している定期預金 △50,000千円

現金及び現金同等物 11,560,206千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※２ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社

の資産・負債の主な内訳 

株式の売却により株式会社チープシックが連結子

会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負

債の内訳並びに株式会社チープシック株式の売却

価額と売却に伴う支出との関係は次のとおりであ

ります。 

現金及び預金勘定 12,281,358千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△6,026千円

担保に供している定期預金 △50,000千円

現金及び現金同等物 12,225,332千円

流動資産 46,588千円

固定資産 150,445千円

流動負債 △72,109千円

固定負債 △118,409千円

少数株主持分 △3,322千円

関係会社整理損
（株式売却損） 

△3,192千円

株式会社チープシック
株式の売却価額 

0千円

株式会社チープシック
の現金及び現金同等物 

7,330千円

差引:連結子会社株式の売却
に伴う支出 

△7,330千円

 ２  ―――――――― 



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

什器及び備品 352,787 282,330 70,456

ソフトウェア 535,517 426,329 109,188

合計 888,304 708,660 179,644

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

什器及び備品 6,656 4,605 2,050

ソフトウェア 6,812 3,746 3,065

合計 13,468 8,352 5,115

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 191,497千円

１年超 3,867千円

計 195,365千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,923千円

１年超 2,549千円

計 5,473千円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 200,470千円

減価償却費相当額 179,815千円

支払利息相当額 12,887千円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 197,189千円

減価償却費相当額 176,620千円

支払利息相当額 4,386千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    左に同じであります。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては利息法によっております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

    左に同じであります。 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得価額に比べて30％以上下落した場合には、時価が著しく下落したと

判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理しております。 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

該当事項はありません。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

  
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

 

  株式 205,375 685,763 480,388

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

 

  株式 ― ― ―

計 205,375 685,763 480,388

  連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  

非上場株式 6,329

非上場優先出資証券 700,000

非上場優先株式 500,000

計 1,206,329



当連結会計年度(平成18年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取得価額に比べて30％以上下落した場合には、時価が著しく下落したと

判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理しております。 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

  
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

 

  株式 151,230 768,773 617,543

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

 

  株式 1,004,632 985,493 △19,138

計 1,155,862 1,754,267 598,404

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円) 

426,153 371,402 2,393

  連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  

非上場株式 3,329

非上場優先株式 500,000

計 503,329



(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職

金を支払う場合があります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

(注)  １ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

２ 平成12年３月の厚生年金保険法の改正に伴い、厚生年金基金規約の改正を行ったことにより、過去勤務債務(債務の減額)

が発生しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

(注)  １ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

２ 上記退職給付費用以外に、割増退職金87,578千円があります。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理しております。) 

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとしております。) 

  

(1) 退職給付債務 (注)１ △3,450,933千円 

(2) 年金資産 3,187,229千円 

(3) 未積立退職給付債務 △263,703千円 

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 △212,758千円 

(5) 未認識数理計算上の差異 458,917千円 

(6) 未認識過去勤務債務 (注)２ △100,517千円 

(7) 退職給付引当金 △118,061千円 

(1) 勤務費用 (注)１ 189,952千円

(2) 利息費用 52,420千円

(3) 期待運用収益 △61,890千円

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 △70,919千円

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 143,329千円

(6) 過去勤務債務の費用処理額 △25,129千円

(7) 退職給付費用 227,763千円

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 1.5％

(3) 期待運用収益率 2.0％

(4) 過去勤務債務の処理年数 ７年

(5) 数理計算上の差異の処理年数 ７年

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 ７年



当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職

金を支払う場合があります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

(注)  １ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

２ 平成12年３月の厚生年金保険法の改正に伴い、厚生年金基金規約の改正を行ったことにより、過去勤務債務(債務の減額)

が発生しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

(注)  １ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

２ 上記退職給付費用以外に、割増退職金44,366千円があります。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理しております。) 

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとしております。) 

  

(1) 退職給付債務 (注)１ △3,513,044千円 

(2) 年金資産 3,585,710千円 

(3) 未積立退職給付債務 72,666千円 

(4) 会計基準変更時差異の未処理額 △141,838千円 

(5) 未認識数理計算上の差異 △42,636千円 

(6) 未認識過去勤務債務 (注)２ △75,388千円 

(7) 退職給付引当金 △187,196千円 

(1) 勤務費用 (注)１ 169,972千円

(2) 利息費用 51,764千円

(3) 期待運用収益 △63,744千円

(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 △70,919千円

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 113,873千円

(6) 過去勤務債務の費用処理額 △25,129千円

(7) 退職給付費用 175,816千円

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 1.5％

(3) 期待運用収益率 2.0％

(4) 過去勤務債務の処理年数 ７年

(5) 数理計算上の差異の処理年数 ７年

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 ７年



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(平成18年２月28日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金繰入限度超過額 39,257千円

役員退職給与引当金 97,077千円

固定資産評価損 147,715千円

敷金保証金解約損 42,183千円

退職給付引当金 48,051千円

税務上の繰越欠損金 2,543,212千円

その他 133,272千円

繰延税金資産小計 3,050,769千円

評価性引当額 △3,050,769千円

繰延税金資産合計 ―千円

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 195,518千円

繰延税金負債合計 195,518千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産   

貸倒引当金繰入限度超過額 43,977千円

未払事業税 33,618千円

賞与引当金 38,795千円

固定資産評価損 152,707千円

退職給付引当金 76,189千円

税務上の繰越欠損金 1,478,263千円

その他 150,821千円

繰延税金資産小計 1,974,371千円

評価性引当額 △1,974,371千円

繰延税金資産合計 ―千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 228,009千円

繰延税金負債合計 228,009千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   

法定実効税率 42.0％

(調整)  

評価性引当額   △43.0％

住民税均等割等    △4.8％

その他       △0.0％

税効果会計適用後の法人税等 
の負担率 

△5.8％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％

(調整)   

評価性引当額等 △19.8％

住民税均等割等 △169.3％

連結子会社の税率差異 △10.3％

交際費等永久に損金に算入され
ない項目 

△18.6％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目 

6.0％

その他    △0.0％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

△171.3％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、小売事業の売上高、営業損益及び資産の金額は、いずれも全

セグメントに占める割合が90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、「本邦」の売上高及び資産の金額は、いずれも全セグメント

に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上

高の記載を省略しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 588円54銭 １株当たり純資産額 583円10銭

１株当たり当期純損失 38円41銭 １株当たり当期純損失 3円04銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がなく、また、当期純損失のため、記載し

ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、当期純損失のため、記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり当期純損失   

当期純損失(千円) 1,629,413 125,755 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純損失(千円) 1,629,413 125,755 

普通株式の期中平均株式数(株) 42,416,538 41,336,882 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要 

――――――――― 新株予約権１種類 
（新株予約権の数525個） 
これらの詳細については、
「第４ 提出会社の状況 １ 
株式等の状況 (2) 新株予約
権等の状況」に記載のとおり
であります。 



(重要な後発事象) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当社は平成17年５月26日の定時株主総会において、商

法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、取締役

及び一定の職位以上の従業員に対して特に有利な条件を

もって新株予約権を発行することを決議致しました。 

その内容は、「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状

況 (7) ストックオプション制度の内容」に記載のとお

りであります。 

  

当社の筆頭株主であった大和証券エスエムビーシープ

リンシパル・インベストメンツ株式会社が平成18年４月

21日付けで株式会社ファーストリテイリングに保有する

当社株式11,547,000株全株を譲渡したことに伴い、同

日、株式会社ファーストリテイリングとの間で業務提携

契約を締結し、同社との包括的な業務提携を通じ、相互

が保有する様々な経営資源、ノウハウを共有すること

で、今後の収益性や成長性のスピードアップを図ってい

くこととなりました。 

株式会社ファーストリテイリングの概要 

①名称     株式会社ファーストリテイリング 

②本店所在地  山口県山口市佐山717－１ 

③代表者    代表取締役会長兼社長 柳井 正 

④主な事業内容 株式会社ユニクロ、株式会社
ワンゾーン等の株式又は持分
の所有によるグループ全体の
事業活動の支配・管理等 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注)  「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 463,312 389,436 3.0 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 33,216 ― ― ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

90,879 ― ― ― 

合計 587,407 389,436 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成17年２月28日) 
当事業年度 

(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     
Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金 ※１  11,487,213 12,038,648  

２ 受取手形  13,875 ―  

３ 売掛金  504,039 523,375  

４ 商品  1,078,367 985,277  

５ 前払費用  102,504 84,337  

６ 未収入金  470,395 860,334  

７ その他  20,214 40,836  

 貸倒引当金  △710 △970  

流動資産合計  13,675,900 47.7 14,531,839 50.6

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び建物付属設備 ※１ 7,012,036 6,788,499    

減価償却累計額 3,431,082 3,580,953 3,501,728 3,286,771  

(2) 構築物 ※１ 352,436 342,752    

減価償却累計額 279,902 72,533 286,657 56,094  

(3) 車輌運搬具 2,889 2,889    

減価償却累計額 2,745 144 2,745 144  

(4) 什器及び備品 762,464 725,749    

減価償却累計額 533,168 229,296 494,171 231,577  

(5) 土地 ※１  2,117,190 2,014,218  

(6) 建設仮勘定  40,771 19,600  

有形固定資産合計  6,040,889 21.1 5,608,406 19.6

２ 無形固定資産     

(1) 借地権  306,207 306,207  

(2) 商標権  735 5,075  

(3) ソフトウェア  21,039 94,201  

(4) その他  99,059 27,300  

無形固定資産合計  427,040 1.5 432,784 1.5

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  1,892,092 2,257,596  

(2) 関係会社株式  20,000 20,000  

(3) 関係会社出資金  113,306 233,586  

(4) 従業員長期貸付金  6,354 5,546  

(5) 関係会社長期貸付金  7,000 ―  

(6) 破産債権、更生債権 
その他これらに準ずる 
債権 

 95,073 95,073  

(7) 長期前払費用  20,859 30,112  

(8) 差入保証金  2,310,833 1,883,911  

(9) 敷金  3,382,615 3,029,339  

(10)開店前差入保証金  7,416 ―  

(11)開店前敷金  3,000 27,323  

(12)差入保証金解約 
未収入金 

 562,366 439,180  

(13)その他  190,875 197,376  

    貸倒引当金  △102,923 △95,743  

投資その他の資産合計  8,508,869 29.7 8,123,302 28.3

固定資産合計  14,976,799 52.3 14,164,493 49.4
資産合計  28,652,699 100.0 28,696,332 100.0



    

  

  

  

  

  
前事業年度

(平成17年２月28日) 
当事業年度 

(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形  1,404,952 1,839,431  

２ 買掛金  746,491 605,995  

３ 短期借入金 ※１  360,000 360,000  

４ 未払金  214,142 117,190  

５ 未払費用  490,802 552,456  

６ 未払法人税等  73,600 158,750  

７ 未払消費税等  － 90,828  

８ 預り金  12,731 13,092  

９ 賞与引当金  61,250 94,790  

  10 その他  33,181 30,606  

流動負債合計  3,397,152 11.9 3,863,142 13.5

Ⅱ 固定負債     

１ 繰延税金負債  195,518 228,009  

２ 退職給付引当金  118,061 187,196  

３ 役員退職給与引当金  238,520 6,670  

４ 預り保証金  275,498 240,316  

固定負債合計  827,597 2.8 662,191 2.3

負債合計  4,224,750 14.7 4,525,334 15.8

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  15,174,337 53.0 15,174,337 52.9

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 3,793,584 3,793,584    

２ その他資本剰余金     

(1) 資本準備金減少差益 7,473,419 5,638,373    

(2) 自己株式処分差益 294 337    

資本剰余金合計  11,267,298 39.3 9,432,295 32.9

Ⅲ 利益剰余金   
  

   

当期未処理損失 1,628,146 97,705    

利益剰余金合計  △1,628,146 △5.7 △97,705 △0.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５  284,870 1.0 370,395 1.3

Ⅴ 自己株式 ※４  △670,410 △2.3 △708,323 △2.6

資本合計  24,427,949 85.3 24,170,998 84.2

負債資本合計  28,652,699 100.0 28,696,332 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  19,701,593 100.0 20,569,767 100.0

Ⅱ 売上原価     

１ 期首商品たな卸高 981,252 1,078,367    

２ 当期商品仕入高 10,025,718 9,716,785    

合計 11,006,970 10,795,152    

３ 期末商品たな卸高 1,078,367 9,928,603 50.4 985,277 9,809,875 47.7

売上総利益  9,772,990 49.6 10,759,891 52.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 広告宣伝費 391,440 453,944    

２ 給与手当 3,613,748 3,304,201    

３ 賞与 128,509 182,935    

４ 賞与引当金繰入額 61,250 94,790    

５ 退職給付費用 227,763 175,816    

６ 役員退職給与引当金 
繰入額 

1,580 ―    

７ 福利厚生費 447,648 398,094    

８ 店舗家賃 2,393,264 2,420,933    

９ その他の店舗経費 511,247 524,341    

10 賃借料 476,964 492,151    

11 事業所税 10,200 6,246    

12 事業税 ― 82,600    

13 減価償却費 463,065 483,194    

14 その他の経費 1,670,040 10,396,724 52.8 1,813,418 10,432,669 50.7

営業利益又は 
営業損失(△) 

 △623,733 △3.2 327,222 1.6

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 ※１ 1,290 976    

２ 受取配当金 17,623 110,788    

３ 不動産賃貸料 39,785 39,360    

４ 雑収入 20,252 78,952 0.4 26,546 177,671 0.8

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 3,058 2,795    

２ 転貸店舗費用 14,088 3,409    

３ 雑損失 9,709 26,856 0.1 1,030 7,236 0.0

経常利益又は 
経常損失(△) 

 △571,637 △2.9 497,657 2.4



    

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

１ 貸倒引当金戻入益 5,000 ―    

２ 投資有価証券売却益 ― 5,000 0.0 371,402 371,402 1.8

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売除却損 ※２ 302,329 352,582    

２ 敷金保証金解約損 150,041 49,232    

３ 投資有価証券売却損 ― 2,393    

４ 社員早期退職加算金 87,578 44,366    

５ 固定資産評価損 ※３ 362,936 331,945    

６ 撤退ブランド整理損 48,804 ―    

７ 貸倒損失 36,199 ―    

８ 商品評価損 ― 53,000    

９ 関係会社整理損 ※４ ― 987,889 5.0 56,135 889,655 4.3

税引前当期純損失  1,554,526 △7.9 20,595 △0.1

法人税、住民税 
及び事業税 

 73,619 0.4 77,110 0.4

当期純損失  1,628,146 △8.3 97,705 △0.5

当期未処理損失  1,628,146 97,705  

      



③ 【利益処分計算書】 

  

  

  

  
前事業年度

(平成17年５月26日) 
当事業年度 

(平成18年５月25日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(当期未処理損失の処理)  

Ⅰ 当期未処理損失 1,628,146 97,705

Ⅱ 損失処理額  

その他資本剰余金からの 
振替額 

1,628,146 1,628,146 97,705 97,705

Ⅲ 次期繰越損失 ― ―

(その他資本剰余金の処分)  

Ⅰ その他資本剰余金  

  １ 資本準備金減少差益 7,473,419 5,638,373  

 ２ 自己株式処分差益 294 7,473,713 337 5,638,710

Ⅱ その他資本剰余金処分額  

１ 当期未処理損失への 
振替額 

1,628,146 97,705  

２ 配当金 206,899 1,835,046 206,474 304,179

Ⅲ その他資本剰余金 
次期繰越額 

 

 １ 資本準備金減少差益 5,638,373 5,334,193  

 ２ 自己株式処分差益 294 5,638,667 337 5,334,531

   



重要な会計方針 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

   子会社株式 

    移動平均法による原価法によっております。 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市揚価格等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)によっておりま

す。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

   子会社株式 

    左に同じであります。 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     左に同じであります。 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法によっております。 

    時価のないもの 

     左に同じであります。 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 商品 総平均法による原価法によっております。 

    ただし、陳腐化商品については、売却可能価額

まで評価替を実施し、評価差額は、売上原価に

算入しております。 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 商品 左に同じであります。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産：建物(建物付属設備を除く)につい

ては定額法、その他については定

率法によっております。 

          なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物及び 
建物付属設備 

10～60年 

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産：左に同じであります。 

           

  

 (2) 無形固定資産：定額法によっております。 

          ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利

用可能期間(５年)による定額法に

よっております。 

 (2) 無形固定資産：左に同じであります。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   左に同じであります。 

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込

額のうち当期の負担額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

   左に同じであります。 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

   なお、会計基準変更時差異496,435千円(益)につ

いては、７年による按分額を費用控除としておりま

す。 

   過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(７年)による定額法によ

り費用処理しております。 

   数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(７

年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。 

 (3) 退職給付引当金 

   左に同じであります。 

  

 (4) 役員退職給与引当金 

   第34期定時株主総会日(平成16年５月27日開催)を

もって役員退職慰労金制度を廃止いたしましたが、

同日以前に在任した役員については、その日以前の

在任期間に対して内規の効力を有するため、当該内

規に基づく支給見込額を役員退職給与引当金として

計上しております。したがって、同日以降の新規計

上は行っておりません。 

 (4) 役員退職給与引当金 

   左に同じであります。 

  

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  左に同じであります。 

６ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理方法によ

っております。 

６ リース取引の処理方法 

  左に同じであります。 

７ その他財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理について 

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

７ その他財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理について 

  左に同じであります。 



（追加情報） 

  

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
 至 平成17年２月28日) 

当事業年度
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日) 

  
―――――――――――――――――― 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

9号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

  この結果、販売費及び一般管理費が82,600千円多く計

上され、営業利益及び経常利益がそれぞれ82,600千円少

なく計上され、税引前当期純損失が82,600千円多く計上

されております。 

  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年２月28日) 

当事業年度
(平成18年２月28日) 

※１ 担保資産 

 (1) 担保に供している資産 

定期預金 50,000千円

建物及び建物付属設備 2,000,806千円

構築物 10,332千円

土地 1,997,352千円

計 4,058,491千円

※１ 担保資産 

 (1) 担保に供している資産 

定期預金 50,000千円

建物及び建物付属設備 1,696,907千円

構築物 9,780千円

土地 1,913,449千円

計 3,670,136千円

 (2) 対応する債務 

短期借入金 360,000千円

計 360,000千円

 (2) 対応する債務 

短期借入金 360,000千円

計 360,000千円

 ２ 偶発債務 

   関係会社の銀行からの借入金に対して連帯保証を

行っております。 

株式会社チープシック 12,216千円

上海凱賓時装有限公司 26,182千円

上海凱海貿易有限公司 20,946千円

 ２ 偶発債務 

   関係会社の銀行からの借入金に対して連帯保証を

行っております。 

上海凱賓時装有限公司 29,072千円

※３ 授権株式数等 

   会社が発行する株式の総数 

   発行済株式の総数 

普通株式 117,000,000株

普通株式 44,933,644株

※３ 授権株式数等 

   会社が発行する株式の総数 

   発行済株式の総数 

普通株式 117,000,000株

普通株式 44,933,644株

※４ 自己株式の保有数 

普通株式 3,553,750株

※４ 自己株式の保有数 

普通株式 3,638,836株

※５ 配当制限 

   商法施行規則第124条第3号に規定する配当制限額 

    資産の時価評価により増加した純資産額 

284,870千円

※５ 配当制限 

   商法施行規則第124条第3号に規定する配当制限額 

    資産の時価評価により増加した純資産額 

370,395千円



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 受取利息には、関係会社からのものが 136千円含

まれています。 

※１ 受取利息には、関係会社からのものが 388千円含

まれています。 

※２ 固定資産売除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物(店舗設備) 211,890千円

什器及び備品 46,922千円

その他 43,515千円

計 302,329千円

※２ 固定資産売除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物(店舗設備) 198,383千円

什器及び備品 46,666千円

その他 107,532千円

計 352,582千円

※３ 固定資産評価損は売却目的の保養施設に係るもの

等であり、その主なものは建物及び建物付属設備

65,721千円、土地236,902千円であります。 

  

  

※３ 固定資産評価損は売却予定の研修センター施設に

係るものであり、その主なものは建物及び建物付

属設備235,979千円、土地83,902千円でありま

す。 

  

―――――――――――――――――― ※４ 関係会社整理損は株式会社チープシックに係るも

のであり、その内容は債権放棄による損失45,429

千円、清算費用等による損失10,705千円でありま

す。 

  



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

什器及び備品 352,787 282,330 70,456

ソフトウェア 535,517 426,329 109,188

合計 888,304 708,660 179,644

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

什器及び備品 6,656 4,605 2,050

ソフトウェア 6,812 3,746 3,065

合計 13,468 8,352 5,115

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 191,497千円

１年超 3,867千円

計 195,365千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,923千円

１年超 2,549千円

計 5,473千円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 200,470千円

減価償却費相当額 179,815千円

支払利息相当額 12,887千円

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 197,189千円

減価償却費相当額 176,620千円

支払利息相当額 4,386千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

    左に同じであります。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては利息法によっております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

    左に同じであります。 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年２月28日)及び当事業年度(平成18年２月28日)における子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年２月28日) 

当事業年度
(平成18年２月28日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金繰入限度超過額 42,178千円

役員退職給与引当金 97,077千円

固定資産評価損 147,715千円

敷金保証金解約損 42,183千円

退職給付引当金 48,051千円

税務上の繰越欠損金 2,543,212千円

その他 131,477千円

繰延税金資産小計 3,051,895千円

評価性引当額 △3,051,895千円

繰延税金資産合計 ―千円

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 195,518千円

繰延税金負債合計 195,518千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産   

貸倒引当金繰入限度超過額 39,362千円

未払事業税 33,618千円

賞与引当金 38,579千円

固定資産評価損 152,707千円

退職給付引当金 76,189千円

税務上の繰越欠損金 1,460,325千円

その他 142,807千円

繰延税金資産小計 1,943,589千円

評価性引当額 △1,943,589千円

繰延税金資産合計 ―千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 228,009千円

繰延税金負債合計 228,009千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

    

法定実効税率 42.0％ 

(調整)   

評価性引当額 △42.2％ 

住民税均等割等 △4.7％ 

その他 0.2％ 

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 

△4.7％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

    

法定実効税率 40.7％ 

(調整)   

評価性引当額等 △20.4％ 

住民税均等割等 △374.4％ 

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
△40.0％ 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
19.8％ 

その他 △0.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

△374.4％ 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 590円33銭 １株当たり純資産額 585円33銭

１株当たり当期純損失 38円38銭 １株当たり当期純損失 2円36銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がなく、また、当期純損失のため、記載し

ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、当期純損失のため、記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり当期純損失   

当期純損失(千円) 1,628,146 97,705 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純損失(千円) 1,628,146 97,705 

普通株式の期中平均株式数(株) 42,416,538 41,336,882 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要 

――――――――― 新株予約権１種類 
（新株予約権の数525個） 
これらの詳細については、
「第４ 提出会社の状況 １ 
株式等の状況 (2) 新株予約
権等の状況」に記載のとおり
であります。 



(重要な後発事象) 

  

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当事業年度
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

当社は平成17年５月26日の定時株主総会において、商

法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、取締役

及び一定の職位以上の従業員に対して特に有利な条件を

もって新株予約権を発行することを決議致しました。 

その内容は、「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状

況 (7) ストックオプション制度の内容」に記載のとお

りであります。 

  

当社の筆頭株主であった大和証券エスエムビーシープ

リンシパル・インベストメンツ株式会社が平成18年４月

21日付けで株式会社ファーストリテイリングに保有する

当社株式11,547,000株全株を譲渡したことに伴い、同

日、株式会社ファーストリテイリングとの間で業務提携

契約を締結し、同社との包括的な業務提携を通じ、相互

が保有する様々な経営資源、ノウハウを共有すること

で、今後の収益性や成長性のスピードアップを図ってい

くこととなりました。 

株式会社ファーストリテイリングの概要 

①名称     株式会社ファーストリテイリング 

②本店所在地  山口県山口市佐山717－１ 

③代表者    代表取締役会長兼社長 柳井 正 

④主な事業内容 株式会社ユニクロ、株式会社

ワンゾーン等の株式又は持分

の所有によるグループ全体の

事業活動の支配・管理等 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱チヨダ 165,000 504,900 

㈱みずほフィナンシャルグループ(優先株式) 500 500,000 

㈱西日本シティ銀行 280,773 168,463 

㈱みずほフィナンシャルグループ(普通株式) 80 74,889 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 9 16,380 

東日本旅客鉄道㈱ 5 4,140 

 ㈱フクセン 60 3,000 

 PT GREAT IPHOCK INTERNATIONAL 60 329 

計 446,487 1,272,102 

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

(証券投資信託受益証券) 
ダイワ・グローバル債券ファンド（毎月分配型） 918,105,031 985,493 

計 918,105,031 985,493 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 建物及び建物付属設備の当期増加額の主な内訳は次のとおりであります。 

２ 建物及び建物付属設備の当期減少額の主な内訳は次のとおりであります。 

３ 土地の当期減少額の主な内訳は次のとおりであります。 

４ 建設仮勘定の当期増加額の大部分は、本勘定へ振替えられているため、その主なものの記載は省略しております。 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物及び 
 建物付属設備 

7,012,036 545,699 769,236 6,788,499 3,501,728 397,383 3,286,771

 構築物 352,436 ― 9,683 342,752 286,657 6,755 56,094

 車輌運搬具 2,889 ― ― 2,889 2,745 ― 144

 什器及び備品 762,464 130,383 167,099 725,749 494,171 79,055 231,577

 土地 2,117,190 ― 102,971 2,014,218 ― ― 2,014,218

 建設仮勘定 40,771 795,688 816,859 19,600 ― ― 19,600

有形固定資産計 10,287,789 1,471,771 1,865,851 9,893,710 4,285,303 483,194 5,608,406

無形固定資産       

 借地権 306,207 ― ― 306,207 ― ― 306,207

 商標権 2,125 4,500 900 5,725 650 160 5,075

 ソフトウェア 46,676 100,517 6,315 140,879 46,677 27,414 94,201

 その他 99,059 27,300 99,059 27,300 ― ― 27,300

無形固定資産計 454,068 132,317 106,274 480,111 47,327 27,574 432,784

長期前払費用 39,287 26,146 4,488 60,945 30,833 12,405 30,112

店舗の出店によるもの 359,581千円

改装・改修によるもの 184,256千円

店舗退店・改装・改修によるもの 533,257千円

研修センター評価減によるもの 235,979千円

研修センター評価減によるもの 83,902千円



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式は3,638,836株であります。 

２ 資本準備金減少差益の当期減少額1,835,046千円のうち、1,628,146千円は当期未処理損失への振替、206,899千円は利益

配当によるものであります。 

３ 自己株式処分差益の当期増加額 43千円は全て単元未満株式の買増請求に応じたことに伴う処分差益であります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注)  貸倒引当金の当期減少額の「その他」は洗替によるものであります。 

  

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (千円) 15,174,337 ─ ─ 15,174,337

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (44,933,644) (    ─) (    ―) (44,933,644)

普通株式 (千円) 15,169,188 ─ ─ 15,169,188

計 (株) (44,933,644) (    ─) (    ―) (44,933,644)

計 (千円) 15,169,188 ─ ─ 15,169,188

株式発行の 
ない資本の額 

─ (千円) 5,149 ─ ─ 5,149

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金)      

株式払込剰余金 (千円) 3,734,771 ─ ─ 3,734,771

合併差益 (千円) 58,813 ─ ─ 58,813

(その他資本剰余金)      

資本準備金減少差益 (千円) 7,473,419 ─ 1,835,046 5,638,373

自己株式処分差益 (千円) 294 43 ― 337

計 (千円) 11,267,298 43 1,835,046 9,432,295

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 103,633 1,640 7,000 1,560 96,713 

賞与引当金 61,250 94,790 61,250 ― 94,790 

役員退職給与引当金 238,520 ― 231,850 ― 6,670 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

① 流動資産 

(イ)現金及び預金 
  

  

(ロ)売掛金 

(a) 相手先別内訳 
  

  

(b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

  

２ 売掛金の発生高は、現金売上があるため損益計算書の売上高とは一致しません。 

  

区分 金額(千円)

現金 29,024

預金  

当座預金 46,738

普通預金 11,899,186

定期預金 56,026

別段預金 7,672

小計 12,009,623

合計 12,038,648

相手先 金額(千円)

㈱ダイヤモンドシティ 80,158

イオンモール㈱ 29,407

㈱丸井 19,213

㈱パルコ 15,549

㈱ららぽーと 15,225

その他 363,822

合計 523,375

前期繰越高 
(千円) 
(Ａ) 

当期発生高 
(千円) 
(Ｂ) 

当期回収高
(千円) 
(Ｃ) 

当期末残高
(千円) 
(Ｄ) 

回収率
(％) 
  

滞留期間 
(日) 
  

504,039 17,108,404 17,089,068 523,375 97.0 11.0

(注) １ 回収率＝ 
(Ｃ) 

×100 滞留期間＝
((Ａ)＋(Ｄ))×1/2

×365日
(Ａ)＋(Ｂ) (Ｂ)



(ハ)商品 

  

  

② 固定資産 

投資その他の資産 

(イ)差入保証金 

  

  

(ロ)敷金 

  

  

内訳 金額(千円)

ブラウス 65,514

スカート・パンツ 215,478

ワンピース・スーツ・ジャケット・コート 134,783

ニット(セーター・トレーナー等) 353,361

小物雑貨その他 216,139

合計 985,277

内訳 金額(千円)

店舗(106店) 1,870,183

本部その他 13,728

合計 1,883,911

内訳 金額(千円)

店舗(173店) 3,012,500

本部その他 16,838

合計 3,029,339



ｂ 負債の部 

① 流動負債 

(イ)支払手形 

  

  

(ロ)買掛金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

相手先別内訳 金額(千円) 期日別内訳 金額(千円) 

丸紅㈱ 1,312,773 (設備関係)  

㈱バース 69,607 平成18年３月 48,772

㈱アイ・ケイ・アイ 64,319    ４月 5,596

ヤマケンアパレル㈱ 43,893 ５月 ―

ザ・パック㈱ 30,496 小計 54,369

その他 318,341 (経費関係)  

  平成18年３月 9,947

     ４月 12,914

     ５月 13,754

  小計 36,617

  (買掛金関係)  

  平成18年３月 658,204

     ４月 764,625

     ５月 325,614

  小計 1,748,445

合計 1,839,431 合計 1,839,431

相手先 金額(千円)

丸紅㈱ 218,999

三澤㈱ 40,065

㈱ヴイエス 38,632

瀧定大阪㈱ 14,818

金泉ニット㈱ 14,802

その他 278,678

合計 605,995



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注） 決算公告については、会社法第440条第４項により、決算公告を掲載いたしません。 

  

  

  

決算期 ２月末日

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日

株券の種類 10,000株券、1,000株券 

中間配当基準日 ８月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 本店 
 (登記上三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社) 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社(登記上三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社) 

  取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社全国支店
野村證券株式会社本店、全国支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り・
買増し 

  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 本店 
 (登記上三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社) 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱UFJ信託銀行株式会社(登記上三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社) 

  取次所 
三菱UFJ信託銀行株式会社全国支店
野村證券株式会社本店、全国支店 

  買取・買増手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞 （注） 

株主に対する特典 

毎年２月末日及び８月31日現在の1,000株以上保有している株主に対し、次のとおり
「株主お買物優待券」を発行 
 (1) 発行基準  1,000株以上5,000株未満の株主に対し1,000株につき６枚 
         5,000株以上の株主に対し一律30枚 
 (2) 優待方法  本券１枚につきお買上額2,000円(税抜)以上に限り、その20％を

割引く 
 (3) 対象店舗  キャビン・グループ直営店全店 
 (4) 有効期限  ２月末日現在の株主に対する発行分－同年11月30日まで有効 
         ８月31日現在の株主に対する発行分－翌年５月31日まで有効 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 
  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度 
(第35期) 

  
自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日

  
平成17年５月27日 
関東財務局長に提出。 

(2) 半期報告書 (第36期中) 
  

自 平成17年３月１日
至 平成17年８月31日

  
  
平成17年11月18日 
関東財務局長に提出。 

(3) 
自己株券買付状況
報告書 

報告期間 
自 平成17年２月１日
至 平成17年２月28日

  平成17年３月10日 

      
自 平成17年３月１日
至 平成17年３月31日

  平成17年４月11日 

      
自 平成17年４月１日
至 平成17年４月30日

  平成17年５月10日 

      
自 平成17年５月１日
至 平成17年５月26日

  平成17年６月10日 

      
自 平成17年５月26日
至 平成17年５月31日

  平成17年６月10日 

      
自 平成17年６月１日
至 平成17年６月30日

  平成17年７月11日 

      
自 平成17年７月１日
至 平成17年７月31日

  平成17年８月10日 

      
自 平成17年８月１日
至 平成17年８月31日

  平成17年９月12日 

      
自 平成17年９月１日
至 平成17年９月30日

  平成17年10月11日 

      
自 平成17年10月１日
至 平成17年10月31日

  平成17年11月10日 

      
自 平成17年11月１日
至 平成17年11月30日

  平成17年12月12日 

      
自 平成17年12月１日
至 平成17年12月31日

  平成18年１月10日 

      
自 平成18年１月１日
至 平成18年１月31日

  平成18年２月10日 

      
自 平成18年２月１日
至 平成18年２月28日

  平成18年３月10日 

      
自 平成18年３月１日
至 平成18年３月31日

  平成18年４月10日 

      
自 平成18年４月１日
至 平成18年４月30日

  
  
平成18年５月10日 
関東財務局長に提出。 

(4) 臨時報告書         

  

ストックオプションとしての新株予約権の発行に関する
証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関
する内閣府令第19条第２項第２号の２に基づく臨時報告
書であります。 

  
平成17年６月15日 
関東財務局長に提出。 

        

  
当社の主要株主の異動に関する証券取引法第24条の５第
４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２
項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。 

  
平成18年４月24日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社キャビン 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社キャビンの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社キャビン及び連結子会社の平成17年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  
  
  
  
  

平成17年５月26日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

代表社員
関与社員

  公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞ 

代表社員
関与社員

  公認会計士  西  岡  雅  信  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が連結財務

諸表に添付する形で別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社キャビン 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社キャビンの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社キャビン及び連結子会社の平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  
  
  

平成18年５月25日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  勝  又  三  郎  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が連結財務

諸表に添付する形で別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社キャビン 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社キャビンの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第35期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社キャビンの平成17年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  
  
  
  
  

平成17年５月26日

取締役会 御中 

監査法人  トーマツ    

代表社員
関与社員

  公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞ 

代表社員
関与社員

  公認会計士  西  岡  雅  信  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が財務諸表

に添付する形で別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社キャビン 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社キャビンの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社キャビンの平成18年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  
  
  

平成18年５月25日

取締役会 御中 

監査法人  トーマツ    

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  鶴  野  隆  一  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  勝  又  三  郎  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が財務諸表

に添付する形で別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の推移
	(4)所有者別状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1)定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	株式の種類
	イ定時総会決議による買受けの状況
	ロ子会社からの買受けの状況
	ハ取締役会決議による買受けの状況
	ニ取得自己株式の処理状況
	ホ自己株式の保有状況


	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2)資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	その他
	有形固定資産等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/79
	pageform2: 2/79
	form1: EDINET提出書類  2006/05/26 提出
	form2: 株式会社キャビン(431104)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/79
	pageform4: 4/79
	pageform5: 5/79
	pageform6: 6/79
	pageform7: 7/79
	pageform8: 8/79
	pageform9: 9/79
	pageform10: 10/79
	pageform11: 11/79
	pageform12: 12/79
	pageform13: 13/79
	pageform14: 14/79
	pageform15: 15/79
	pageform16: 16/79
	pageform17: 17/79
	pageform18: 18/79
	pageform19: 19/79
	pageform20: 20/79
	pageform21: 21/79
	pageform22: 22/79
	pageform23: 23/79
	pageform24: 24/79
	pageform25: 25/79
	pageform26: 26/79
	pageform27: 27/79
	pageform28: 28/79
	pageform29: 29/79
	pageform30: 30/79
	pageform31: 31/79
	pageform32: 32/79
	pageform33: 33/79
	pageform34: 34/79
	pageform35: 35/79
	pageform36: 36/79
	pageform37: 37/79
	pageform38: 38/79
	pageform39: 39/79
	pageform40: 40/79
	pageform41: 41/79
	pageform42: 42/79
	pageform43: 43/79
	pageform44: 44/79
	pageform45: 45/79
	pageform46: 46/79
	pageform47: 47/79
	pageform48: 48/79
	pageform49: 49/79
	pageform50: 50/79
	pageform51: 51/79
	pageform52: 52/79
	pageform53: 53/79
	pageform54: 54/79
	pageform55: 55/79
	pageform56: 56/79
	pageform57: 57/79
	pageform58: 58/79
	pageform59: 59/79
	pageform60: 60/79
	pageform61: 61/79
	pageform62: 62/79
	pageform63: 63/79
	pageform64: 64/79
	pageform65: 65/79
	pageform66: 66/79
	pageform67: 67/79
	pageform68: 68/79
	pageform69: 69/79
	pageform70: 70/79
	pageform71: 71/79
	pageform72: 72/79
	pageform73: 73/79
	pageform74: 74/79
	pageform75: 75/79
	pageform76: 76/79
	pageform77: 77/79
	pageform78: 78/79
	pageform79: 79/79


